埼玉県物品調達等一般競争入札公告
　物品調達等について、下記のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の６の規定に基づき公告する。
  令和８年８月12日
                                                 　　　　　埼玉県知事　大　野　元　裕
                                          記
１  調達内容
 (1)　調達案件名称及び数量
　　　ヘリコプター用ジェット燃料の単価契約　仕様書のとおり
 (2)　調達案件の仕様
      仕様書のとおり。
 (3)　契約期間
      契約締結日から令和９年３月31日まで
 (4)　納入場所
      仕様書のとおり。
 (5)　入札方法
　　　本件入札は、埼玉県物品調達等電子入札運用基準に基づき、埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」という。）により行う。ただし、同システムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送（書留郵便に限る。）又は持参も認める。
落札決定に当たっては、電子入札システムに記録又は入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額が１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額（単価契約の場合は、見積もった契約希望単価に執行予定数量を乗じて得た額）の110分の100に相当する金額（整数）を電子入札システムに記録又は入札書に記載すること。

なお、郵便（書留郵便に限る。）又は持参により入札書を提出する場合は、二重封筒とし、入札書は中封筒に密封の上、中封筒及び外封筒の封皮に、氏名(法人の場合は名称及び商号）及び「ヘリコプター用ジェット燃料の単価契約の入札書在中」と朱書きし、中封筒には封筒ごとに入札の回数（「初度」、「再度」）を併せて明記すること。
２  参加資格
 (1)　施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
 (2)　本入札が実施される年度に属する埼玉県物品等競争入札参加資格者名簿に、「物品の販売」のＡ等級で登載された者であること。
 (3)　所在地要件が管轄内、準管轄内又は管轄外であり、企業規模要件が大企業又は中小企業を満たす者であること。
　    なお、自社（自己）の所在地及び企業規模については、埼玉県ホームページの入札情報公開システム（以下「情報公開システム」という。）により、競争入札参加資格者情報から検索し、確認すること。

 (4)　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号)に基づく入札参加停止等の措置を受けていない者であること。

 (5)　公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外の措置を受けていない者であること。
３　入札参加資格の確認

　　この入札に参加しようとする者は、次のとおり、競争参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）を提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。

　　なお、参加資格確認結果については、別途通知する。

 (1)　電子入札システムによる場合

　　　確認申請書に一般競争入札参加資格確認資料（別記様式１）を添付し、電子入札システムにより令和８年８月26日（水）午後３時までに提出すること。

 (2)　郵送又は持参による場合

　　　一般競争入札参加資格確認資料（別記様式１）及び一般競争入札参加資格確認申請書（別記様式２）を令和８年８月26日（水）午後３時までに次の場所へ提出すること。
　　　〒330-8533　埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目15番１号
　　　埼玉県警察本部総務部財務局会計課調度係
４  仕様書等に関する質問、回答及びその他周知事項
(1)　仕様書に関する質問がある場合は、イ「入札に関する問合せ先」へ電話連絡したのち、次のとおり、発注機関の長宛てファクシミリ等により、質問票（別記様式４）を提出すること。
　　ア　受付期限
　　　　令和８年８月26日（水）午後３時
　　イ　入札に関する問合せ先
〒330-8533　埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目15番１号
埼玉県警察本部総務部財務局会計課調度係
電話048-832-0110　内線2243
　　ウ　仕様書の内容に関する問合せ先
〒350-1324　埼玉県狭山市稲荷山二丁目３

埼玉県警察本部警備部警備第二課航空隊航空整備係
電話048-832-0110　内線722-606

(2)　入札参加資格者全員に共通な質問に対する回答は、情報公開システムの本案件の発注図書ファイルに掲示する。
(3)　仕様書の交付方法
埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、情報公開システムからダウンロードすること。
(4)　その他周知事項
入札参加資格者（予定者を含む。以下同じ。）は、質問の提出の有無にかかわらず、情報公開システムに掲載する質問に対する回答の全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加すること。
なお、質問に対する回答内容は、全ての入札参加資格者に適用する。
また、入札参加資格者から質問がない場合でも前記(2)「質問に対する回答」を利用して発注者から入札参加資格者へ情報公開システムにお知らせを掲示することがある。
５　入札金額等の電子入札システムへの記録方法及び開札場所等
入札参加資格者は、前記４(2)の「質問に対する回答」及び(4)の「その他周知事項」を必ず確認し、次のとおり、入札金額等を電子入札システムにより記録、郵送又は持参すること。
(1)　入札書受付期間
　　ア　電子入札システムによる場合

　　　　競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年９月２日（水）午前11時までに電子入札システムに記録すること。
　　イ　郵送又は持参による場合
　　　　紙媒体の入札書を次の期限までに前記４(1)イに示す場所へ提出すること。
　　 (ｱ)　郵送による場合
　　　　令和８年９月１日（火）午後５時まで
　　 (ｲ)　持参による場合
　　　　令和８年９月２日（水）午前11時まで
　　　　なお、代理人が入札書を持参する場合は、委任状を提出すること。

(2)　開札の場所及び日時
埼玉県警察本部総務部財務局会計課　令和８年９月２日（水）午前11時10分
(3)　入札参加資格者が入札を辞退する場合は、電子入札システムにより必ず「辞退」を提出すること。
６　入札保証金
 (1)　入札者は、見積もった契約希望金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当し、県が認めた場合は、免除する。

 (2)　入札保証金の納付については、別紙のとおり。
７　入札の無効
    次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
 (1)　入札参加資格のない者がした入札
 (2)　所定の入札保証金を納付しない者がした入札又は納付した入札保証金の額が所定の率による額に達しない者がした入札
 (3)　電子証明書を不正に使用した者がした入札
 (4)　電報、電話及びファクシミリにより入札書を提出した者がした入札
 (5)　談合その他不正行為があったと認められる入札
 (6)　虚偽の確認申請書を提出した者がした入札
 (7)　書面により入札書を提出する入札とした場合の、次に掲げる入札をした者がした入札
　　ア　首標金額を訂正したもの
  　イ　記載すべき事項の記入のないもの又は記入した事項が明らかでないもの

　　ウ　代理人で委任状を提出しない者がしたもの

　　エ　他人の代理を兼ねた者がしたもの

　　オ　２以上の入札書を提出した者がしたもの又は２以上の者の代理をした者がしたもの

 (8)　前各号に定めるもののほか、その他公告に示す事項に反した者がした入札
８　落札者の決定等
 (1)　落札者は、予定価格に110分の100を乗じて得た価格の範囲内で、最低の価格をもって入札をした者とする。ただし、落札とするべき価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、電子入札システムの電子くじにより落札者を決定する。
 (2)　落札者がいない場合は、再度入札を行うものとする。再度入札は１回とし、電子入札システムによる参加者が辞退する場合、必ず電子入札システムを用いて「辞退」の入力を行うこと。

　なお、初度の入札において無効の入札をした者は、再度入札に加わることはできない。
９　契約保証金

　　財務規則第81条の規定による。

　　なお、免除に当たっては、過去の契約履行実績等の提出を求めることがあるので、その場合は、必要書類を別途提出すること。
10　その他
　　電子入札システムの障害、天災が原因の停電等で入札・開札事務が処理できない場合は、入札・開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる。
　　なお、入札・開札の延期や入札書を使用して行う入札への移行の措置を講ずる場合は、電話ファクシミリ、埼玉県ホームページ等により、必要な事項を連絡する。
　　また、この契約は、立会人型電子契約の電子契約による締結を予定している。電子契約を行う場合は、契約書は紙ではなく電子データで作成し、押印に代わる電子署名とタイムスタンプが施される。契約の締結は、電子契約事業者のクラウドを利用するため、電子メールが必要となる。立会人型電子契約の利用に係る費用負担は生じない。
　　なお、電子契約の利用について承諾がない場合は、従来どおり紙の契約書により契約を締結する。
